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（資産査定管理態勢の確認検査用チェックリスト）新旧対照表 
自己査定（別表１） 

（改訂前） （改訂後） 

項   目 自己査定基準の適切性の検証 自己査定結果の正確性の検証 備  考 項   目 自己査定基準の適切性の検証 自己査定結果の正確性の検証 備  考 

１．債権の分

類方法 

 

⑴～⑵ (略) 

  

（略） 

 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

１．債権の分

類方法 

 

⑴～⑵ (略) 

  

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

⑶ 債務者区

分 

原則として信用格付に基づき、債務者の状況等

により次のように区分する。 

 

債務者区分の検証は、原則として信用格付に

基づき、債務者の状況等により正確に債務者区

分が行われているかを検証する。なお、プロジ

ェクト・ファイナンスの債権については、回収

の危険性の度合いに応じて、見做し債務者区分

を付して分類を行うことに留意する。 

 債務者区分は、債務者の実態的な財務内容、

資金繰り、収益力等により、その返済能力を検

討し、債務者に対する貸出条件及びその履行状

況を確認の上、業種等の特性を踏まえ、事業の

継続性と収益性の見通し、キャッシュ・フロー

による債務償還能力、経営改善計画等の妥当

性、金融機関等の支援状況等を総合的に勘案し

判断するものである。 

（以下、略） 

 

（注) 「プロジェク

ト・ファイナン

ス」とは、例えば、

ノン・リコース・

ローンのように、

特定のプロジェ

クト（事業）に対

するファイナン

スであって、その

ファイナンスの

利払い及び返済

の原資を原則と

して当該プロジ

ェクトから生み

出されるキャッ

シュ・フロー（収

益）に限定し、そ

のファイナンス

の担保を当該プ

ロジェクトの資

産に依存して行

う金融手法であ

る。以下同じ。 

（追加） 

（注) （略） 

（注) （略） 

 

⑶ 債務者区

分 

原則として信用格付に基づき、債務者の状況等

により次のように区分する。 

 

債務者区分の検証は、原則として信用格付に

基づき、債務者の状況等により正確に債務者区

分が行われているかを検証する。なお、プロジ

ェクト・ファイナンスの債権については、回収

の危険性の度合いに応じて、見做し債務者区分

を付して分類を行うことに留意する。 

 債務者区分は、債務者の実態的な財務内容、

資金繰り、収益力等により、その返済能力を検

討し、債務者に対する貸出条件及びその履行状

況を確認の上、業種等の特性を踏まえ、事業の

継続性と収益性の見通し、キャッシュ・フロー

による債務償還能力、経営改善計画等の妥当

性、金融機関等の支援状況等を総合的に勘案し

判断するものである。 

（以下、略） 

 

（注) 「プロジェク

ト・ファイナン

ス」とは、例えば、

ノン・リコース・

ローンのように、

特定のプロジェ

クト（事業）に対

するファイナン

スであって、その

ファイナンスの

利払い及び返済

の原資を原則と

して当該プロジ

ェクトから生み

出されるキャッ

シュ・フロー（収

益）に限定し、そ

のファイナンス

の担保を当該プ

ロジェクトの資

産に依存して行

う金融手法であ

る。以下同じ。 

（注）「債務者の実態的

な財務内容」の把握

にあたり、十分な資

本的性質が認めら

れる借入金は、負債

ではなく資本とみ

なすことができる

ことに留意する。

（注)（略） 

（注)（略） 

 

 


